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まえがき 

この規格は，工業標準化法に基づき，日本工業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が制定した日本

工業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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Guidance on social responsibility 

 
序文 

この規格は，2010 年に第 1 版として発行された ISO 26000 を基に，技術的内容及び構成を変更すること

なく作成した日本工業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項及び附属書 JA は，対応国際規格にはない事項であ

る。 
 

世界中の組織及びそのステークホルダーは，社会的に責任ある行動の必要性，及び社会的に責任ある行

動による利益をますます強く認識するようになっている。社会的責任の目的は，持続可能な発展に貢献す

ることである。 

組織が活動する社会，及び組織が環境に与える影響と関係する組織のパフォーマンスは，その組織の全

体的なパフォーマンス及び効果的に活動を続ける能力を測定する上で不可欠な部分となっている。これは，

一つには，健全な生態系，社会的平等及び組織統治の確保の必要性に対する認識の高まりを反映するもの

である。長い目で見れば，全ての組織の活動は世界の生態系の健全性に依存している。組織は様々なステ

ークホルダーによるこれまで以上に厳しい監視の下に置かれている。社会的責任に関する組織のパフォー

マンスの認識及び現状は，特に次の事項に影響力を及ぼす可能性がある。 

－ 組織の競争上の優位性 

－ 組織の評判 

－ 労働者若しくは構成員，顧客，依頼主又は利用者を引き付け，とどめておく組織の能力 

－ 従業員のモラル，コミットメント及び生産性の維持 

－ 投資家，所有者，資金寄与者，スポンサー及び金融界の見解 

－ 組織と，会社，政府，メディア，供給者，同業者，顧客及び組織が活動するコミュニティとの関係 

 

この規格は，社会的責任の原則，社会的責任の認識及びステークホルダーエンゲージメント，社会的責

任に関係する中核主題及び課題（表 2 参照），並びに組織に社会的に責任ある行動を統合する方法（図 1

参照）に関する手引を提供する。この規格では，結果の重要性及び社会的責任に関するパフォーマンスの

改善を重要視している。 

この規格は，組織の大小を問わず，先進国，途上国のどちらで活動するかを問わず，民間，公的及び非

営利のあらゆる種類の組織に役立つように意図している。この規格の全ての部分が全ての種類の組織に対

して同等に用いられるわけではないだろうが，中核主題は全て，あらゆる組織と関連性をもつ。中核主題

は全て，数多くの課題から成っており，その組織が取り組むにふさわしい関連性及び重要性をもつ課題が

何であるかを，独自の検討及びステークホルダーとの対話を通じ特定することは，個々の組織の責任であ

る。 


